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〔要　　　旨〕

1　農村女性起業は90年代前半ころから増加傾向が強まったが，その背景には全国各地に常
設直売所等が設置されたことで，それまで生活改善グループや農協婦人部（現女性部）で
行われてきた食品加工等に販路が開けたことが大きな要因となっている。

2　農村女性起業では，中心を占める「グループ経営」が高齢化による活動停滞等から減少
に転じる一方，個人での起業が近年増加している。

3　農村女性起業が直面する大きな問題として，①経営規模の零細性，②高齢化の進行，③
景気低迷や食のマーケットの縮小等がある。

4　農村女性起業の成功例として青森県と富山県の 2事例についてみると，共通点として①
起業リーダーの高い資質，②マーケティングの発想による商品開発，③加工組織の専門化
および地域内での「農商工連携」的分業関係，④相対的に魅力的な賃金・労働条件の提供，
がみられる。

5　しかし，時間経過とともに市場条件や経営資源等が変化するため，農村女性起業は経営
発展の段階に応じて異なる経営課題に直面する。法人化等一定の企業体に達した農村女性
起業では，外部企業へのアウトソース，他の農村女性起業との連携・グループ化，非農家
との人的ネットワーク等，新たな経営対応が重要となってこよう。

6　農村女性起業の取組みは，地域社会に農業や食品産業等の労働集約産業を残し雇用を維
持していく重要な役割を担っている。行政や農協等の支援は，農村女性起業の初期段階に
集中しているが，一定の企業体となった後の支援も持続的な経営発展のためには拡充が必
要であろう。

農村女性起業の経営発展と課題
─　青森県と富山県の２つの法人化事例を中心として　─
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て考察してみたい。

1　農村女性起業の現状について

（1）　農村女性起業とその背景

ａ　農村女性起業の背景

農村女性起業の多くは生活改善普及事業

や農協婦人部（現女性部）などの「女性固有

の活動」からスタートしている。

旧農業基本法時代においては農村民主

化，女性の地位向上を最終目標としつつ

も，農家の所得改善を図るためには「家」

を単位に「男性＝基幹的農業従事」，「女

性＝生活者＋補助労働者」とする性別分業

が実質的に推進された。特に高度成長以前

においては，農家が直面する貧困に対し，

女性が「家庭生活の工夫・合理化」をして

いく役割が強く期待され，こうした取組み

を支援することが生活改善普及事業の目標

と位置付けられた
（注1）
。

そして農村女性が「生活技術を学ぶ場」

として生活改善グループが全国各地に自主

はじめに

近年，農村の女性起業に対する関心が高

まっている。農村を取り巻く環境が厳しい

なかで，農村女性による食品加工，直売，

農家レストラン等の活動は，強い輝きを放

つ存在であり，地域活性化の観点からも大

きな期待が寄せられている。

しかし，農村女性起業の実態をみていく

と決して明るい面ばかりとはいえず，高齢

化に伴う活動の停滞や経済環境の悪化等が

もたらす影響も次第に大きくなっている。

本稿では，農村における女性起業につい

てその特質および現状について概観したう

えで，農村女性起業としては規模が大き

く，法人化されている２事例の経営展開の

過程をたどりなから，なぜ事業の拡大が可

能になったのか，また現在直面している課

題は何かということを実態的にみてみた

い。そのうえで，経済面からも持続可能な

農村女性起業の条件や支援のあり方につい
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の新分野として認知する動きに連動してい

る。

新政策を受け同年６月に公表された「農

山漁村の女性に関する中・長期ビジョン懇

談会報告」が現在につながる農村女性起業

政策の出発点となった。この報告のなかで

はじめて「農村女性起業」という表現が使

用され，これまでの女性組織の活動を地域

内発型企業の萌芽ととらえ，その発展を政

策的に支援・育成していく方針が示された
（注2）
。

さらに99年の「男女共同参画社会基本

法」の制定によって，農村女性起業に女性

の社会参画，女性が力をつけていくエンパ

ワーメントという視点が政策的に加えられ

るようになった。
（注 2） 農村女性起業政策については，岡部編（2000）
第 3章，藤本（2004）を参照。

（2）　近年の農村女性起業の動向

ａ　概況

現在，農林水産省は農村女性起業の定義

として，「①農村等に在住している女性が中

心となって行う，②地域産物を利用した農

林漁業関連の女性の収入につながる経済活

動（無償ボランティアは除く），③女性が主

たる経営を担っている経営形態」の３つを

挙げている。

農村女性の起業活動については，農林水

産省による調査が97年以来行われており，

第１図のように増勢基調にある。

農村女性起業が近年大きく伸びる直接的

契機となったのは，90年代前半ころから常

設の直売所が各地にできたことが大きいと

いえる。従来の直売所は，テントやトラッ

的に数多く生まれ，行政がこれを支援・育

成した。メディアが発達していなかった時

代においては，生活改善グループはさまざ

まな情報や技術を獲得する場として，多く

の女性が積極的に参加した。

農協においても「世帯主＝組合員」とす

る１戸１組合員制がかつては組織原則であ

り（現在は複数組合員制），「男性=営農」を

前提に女性が営農以外のさまざまな生活活

動を学習する場として，婦人部（現女性部）

が設立された。

このように旧基本法下の農村女性組織

は，あくまで農村女性が自らの「家」の生

活改善を目的にしており，活動の中心とな

る食品加工も自給用のものであり，販売目

的の起業という意識は基本的になかった。
（注 1） 生活改善運動の歴史的位置付けは市田（岩
田）（1995）参照。生活改善グループの活動は，
衣食住，育児，保健・衛生等，生活全般の改善
を目標にしており，特に戦後初期には「かまど
の改善」，「台所の改善」，「保存食」が大きなテ
ーマであった。農村の生活水準が上昇するにつ
れ，食品加工が活動の大きなウエイトを占める
ようになる。

ｂ　農村女性起業政策の誕生

農村女性起業という概念がはじめて政策

の表舞台に登場する画期となったのは，

1992年６月に発表されたいわゆる「新政

策」（「新しい食料・農業・農村政策の方向」）

である。新政策では，農村女性をはじめて

担い手として位置付け，「個」としての地位

向上のための条件整備の必要性を明言し

た。こうした変化は，新政策が担い手の概

念を「農家」から「経営体」へと転換し，

あわせて加工・販売等の活動を農村・農業
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で販売する等，起業しやすい環境が整備さ

れたことが大きいといえる。また農家レス

トラン，体験農園・農場，農家民宿など都

市との交流分野の市場が広がったことも，

個人での起業を進める要因となった。

ｂ　活動内容と経営規模

農村女性起業の活動内容は（08年度，複数

回答），「食品加工」が74.7％と圧倒的で，次

いで「直売所などでの販売・流通」56.3％，

「都市との交流」17.6％が主なものである。

つぎに農村女性起業の年間売上金額をみ

ると，08年度では「300万円未満」が55％，

「不明」が９％を占めている（第２図
（注3）
）。

「300万円未満」と「不明」をひとつに分

類し，年間売上額の統計が得られる00年度

以降をみると，その割合は63～65％で推移

しており，零細なものが過半を占めている

（第１表）。「300～500万円未満」，「500～1000

万円未満」層のシェアも，それぞれ11％前

後で固定的に推移している。

「1,000万円以上」の階層は，グループ経

営による直売組織が多く含まれる。この層

ク等を利用した「青空市」的なものが中心

で，周年営業するものも少なかった。近年

では，宅配，インターネットの利用など販

路の多様化も広がっている。

販路以外では，機械化の浸透により農村

女性の自由時間が増え，他方で農家経営が

悪化し収入機会を求める動機が強くなった

ことも起業を促進した。またいうまでもな

く，消費者が安心・安全で個性的な農村女

性起業の商品に高い支持を与えたことが，

市場拡大の決定的な要因といえよう。

こうした農村女性起業の基盤となったの

は，生活改善グループや農協婦人部の活動

であり，グループで培った加工技術や地域

のネットワークを活用し加工・販売等を行

う「グループ経営」が現在でも農村女性起

業の主流的な形態である。

しかし，グループ経営数そのものは高齢

化による活動の停滞，起業組織の統合等か

ら，06年度をピークに減少に転じる一方，

個人経営が着実に増加する傾向にある。

個人経営が増加している背景には，大型

直売所が増え，個人が単独で加工し直売所
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資料　農林水産省「農村女性による起業活動実態調査結果」
（2010年9月）から筆者作成

第1図　農村女性起業数の推移
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第2図　年間売上高の分布（2008年度）

個人経営
グループ経営

300
万円
未満

300

～

500

500

～

1,000

1,000

～

5,000

5,000
万円
以上

不明

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2011・12
6 - 714

　ｃ　ライフステージと女性起業

農家女性起業の年齢構成は60歳代

をピークとする「逆V字型」を示し

ている（第３図）。農村女性のライフ

ステージとしては，40歳代には子育

て期が終わり，農業と家事の合間に

時間を取ることが可能となり再び就

業機会を求める人が増える。しか

し，農村で非農業の雇用機会を見つ

けることは難しく，特に50歳代超で

は非常に困難である。

女性起業はこうした労働力と市場

流通に乗らない農産物を活用するケ

ースが多いことからも利益期待は小

さく，結果的に受け取る賃金も低い

という特有のジレンマを抱えてい

る。農村女性起業のうち，08年度で

法人化しているのは全体の5.1％に

過ぎず，大多数の組織は法人化できる経営

状態となっていないのが実情である
（注4）
。

起業する年齢が50歳代以降に集中し，し

かもその多くが経営発展する誘因や条件が

十分ではないなかで，高齢化と景気悪化の

のシェアはわずかに増加する傾向にあった

が，08年度にはその比率が低下している。

全体としてみるならば，農村女性起業は

時系列的に売上規模を拡大する動きは弱

く，むしろ頭打ち感が強まっているとみら

れる。起業のハードルが低くなり起業数は

増勢基調にあるものの，景気の長期低迷

（特にリーマンショック後），食のマーケット

の縮小傾向等の影響を受け，農村女性起業

を取り巻くマクロ環境は厳しくなってお

り，従来以上に魅力的な商品開発とマーケ

ティング活動の展開が必要になってきてい

るといえよう。
（注 3） 「不明」の割合が増加傾向にあるのは，個人
情報保護法の影響があるとの指摘がある。

第1表　年間売上金額の分布(各年度：上段が起業数，下段は割合％）
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第3図　農村女性起業（構成員）の年齢層分布
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増），福島県（93％増）などで，いずれも個

人経営が大きく伸び全体の増加を押し上げ

ている。埼玉県，千葉県は首都圏に立地し

近年の直売所ブームを背景に農村女性が独

自に起業する動きが強くなっている。

以下では，青森県，富山県における２つ

の農村女性起業の事例について，それぞれ

の経営発展過程とその要因や条件につい

て，地域農業との関連も含め実態的にみて

みたい。

2　事例分析 1

－有限会社白龍産業つがる女性
　加工部（青森県つがる市）－　

（1）　青森県における農村女性起業の

動向

ａ　概況

青森県は全国的にみても，農村女性起業

が盛んな県といってよい。県の資料による

と，10年度末で起業総数は353件，うちグル

ープ経営が208件，個人経営が145件であ

る。起業数は年々増加しているが，グルー

プ経営は08年度から減少に転じている。

県内農村女性起業の年間売上総額は，08

～10年度でそれぞれ51.8億円，51.5億円，52.6

億円とほぼ横ばいで推移している。

売上規模では（10年度），1,000万円以上の

起業が占めるシェアが22.3％と，全国水準

に比べ相当高い。これは県内に大規模な直

売所が多く，年間売上高１億円以上の起業

が15件あることの寄与が大きい。

他方，県が目標とする「年間売上金額300

影響が次第に強まっており，農村女性起業

を取り巻く環境をより一層厳しいものとし

ている。
（注 4） 法人形態では，株式会社が40.7％，農事組合
法人が23.1％，企業組合10.9％，が主な内訳であ
る。

ｄ　地域的動向

農村女性起業の多い10都道府県を順に列

挙すると（08年度），秋田県（424件），宮城

県（417件），岩手県（401件），長崎県（397

件），千葉県（391件），新潟県（384件），熊

本県（369件），愛媛県（364件），福島県（361

件），山形県（349件）となる。

東北，九州など兼業層の多い農業地帯

で，非農業雇用機会が少ない地域での起業

が概して多いといえる。北海道のような専

業中心の地域では，農業規模は大きくとも

起業は相対的に少ない（第４図）。

一方，起業数の変化について04年度と08

年度の比較でみると，やや異なった姿がみ

えてくる。増加率が顕著なのは石川県

（176％），埼玉県（136％増），千葉県（108％

第4図　農村女性起業の都道府県別分布

〞100
100～
200～
300～
400～

資料　第1図に同じ

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/



農林金融2011・12
8 - 716

も31.3％に達している。

農業は同市の基幹産業といえる存在であ

り，農業就業人口比率は34.0％に達する。

農業産出額は全体で222.3億円，うち米102.6

億円，野菜61.3億円，果実16.5億円，豆類3.1

億円，肉用牛7.3億円，豚9.1億円が主な構成

である
（注7）
。

つがる市は農産物のブランド化を推進し

ており，水稲，メロン・スイカ・ネギ・ト

マト・ナガイモ・ゴボウ・りんごの８品目

を「つがるブランド」に選定している。野

菜は日本海に面す砂丘地地帯で，主に栽培

されている。

つがる市は比較的若い世代も含めて担い

手が存在する地域である（第６図）。販売農

家に対する主業農家の割合は45％と高く，

３ha以上の経営規模層が42％を占める。水

稲主体では経営面積10ha以上の経営体が多

く存在し，複合経営では米＋野菜（または

万円以上」の起業は160件，法人化している

のは２件に過ぎない
（注5）
。また起業構成員の平

均年齢は，60歳以上が60％を占め高齢化が

進行している。
（注 5） 「有限会社白龍産業つがる女性加工部」は単
独での法人化ではないため，県の定義では法人
化事例としてカウントされていない。しかし，
事業規模，経営内容からみて実質的には単独の
法人化とみなしうるため，本稿ではそのように
取り扱うこととする。

b　県の支援策

青森県では農村女性起業のパワーを活用

し，新たな「食」産業の創出による地域の

経済活性化，雇用拡大を図るために，10～

11年度において「農山漁村ウーマン・プレ

ジデント育成事業」を実施している。この

事業では，①女性起業が他の起業と連携す

る６次産業化の取組拡大
（注6）
，②法人化の推

進，③女性社長の育成，を主たる目標にソ

フト，ハードの支援を実施している。

こうした支援を通じ，県は農村女性起業

を経営体として発展させ，12年度には「年

間売上金額300万円以上」の起業を260件と

する目標を掲げている。
（注 6） 他産業との連携については，既に約 1 / 3の
女性起業が行っており，連携先では商工会，他
の女性経営体，JAの順である。

（2）　つがる市の農業概況と農村女性

起業

つがる市は，05年に旧木造町と隣接４村

が合併して誕生した（第５図）。人口（10年

国勢調査）はおよそ３万７千人で，前回05年

の調査と比べると△7.1％と大幅な減少を

記録しており，65歳以上の老年人口の割合

第5図　青森県の市町村図

むつ市

横浜町
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東北町
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板柳町
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田舎館村
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佐井村
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資料　農林水産省ホームページ（http://www.machimura.maff.go. 
jp/machi/map2/02/209/index.html）
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（3）　有限会社白龍産業つがる女性

加工部

ａ　JA女性部加工部会の設立

97年に地元スーパーから旧JA木造町に

対して，インショップ方式で「JA女性部野

菜コーナー」を開設して欲しいとの要望が

寄せられた。スーパー側では「産地直売の

特長のある店作りをしたい」という意向が

あり，また農協および当時朝市を開催して

いた同女性部の「朝市は大変なので地元農

産物をスーパーで販売したい」との思いが

マッチする形で，県内最初のインショップ

がスタートした。

しかしインショップは冬場に野菜が少な

くなることから，品揃え対策のため 女性部

のなかに加工部会を新設し加工品作りを始

めた。加工部会の当初の構成員は８名で，

当時女性部長のＴさんが部会長を務めた。

Ｔさんは，地域の女性リーダー的な存在で

あり，女性部長や農協理事，またPTA役

員，民生委員としても活躍した方である。

加工場は農協の職員休憩室を借り，改造

した。起業時の資金もTさんが個人で農協

から300万円借り入れ対応した。

加工品部会の構成員は食品加工について

のノウハウがなかったことから，先輩から

教わりながらいろいろな加工品を作った

が，売上は当初伸びなかった。

ｂ　大手スーパーとの取引で売上急増

加工部会の中心的な商品は漬物であった

が，実際には教わった伝統的な作り方では

なかなか消費者に受け入れてもらえなかっ

リンゴ）の組合せが多い。

また，つがる市は生活改善グループ，4H

クラブなどの農村活動も健在である。農村

人口の減少等により生活改善グル―プは全

国的に減少傾向が続いているが，つがる市

ではむしろ増加しており，活動も活発であ

る。

つがる市を含む２市５町からなる県西北

地域（第５図太線内）には，農村女性起業が

63件（10年度，うちグループ経営51件，個人

経営12件）あり，起業数も増加傾向にある。

このうち，つがる市には20件の女性起業が

ある（グループ経営17件，個人経営３件）。西

北地域でも，90年代後半頃から常設の直売

所が周辺にできたことで，販売による所得

獲得を目指す起業が増えている。
（注 7） 農業産出額は農林水産省「平成18年生産農
業所得統計」，それ以外の農業就業人口比率，主
業農家の割合等は「2010年農林業センサス」に
よる。

500
450
400
350
300
250
200
150
100
50
0

（人）

資料 農林水産省「2010年農林業センサス」から筆者作成
（注） 基幹的農業従事者とは，自営農業に主として従事した

世帯員（農業就業人口）のうち，ふだんの主な状態が「主
に仕事（農業）」である者。

第6図　つがる市の基幹的農業従事者の年齢分布
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がさまざまな場で「夢を語る」ことがきっ

かけで販路につながることも多い。

ｃ　加工に専念できる態勢確保

加工部会が設立された当時の構成員は，

女性部の支部長を中心に構成されており，

年齢層もＴさんを除いて60歳代と高く，ま

たそれぞれの農作業負担が大きく加工作業

との両立が難しい人が多かった。

そのため加工部会の構成員は，女性部の

なかで農作業の負担が少なく，加工に専念

できる人に順次入れ替わった。新たな雇用

に際しては「家庭が第一」の考え方から，

勤務時間を柔軟に選択できるようにし，ま

た賃金も時給700円と高く設定したため，

意欲ある若年層の女性を採用することが可

能となった。こうして新規に採用された女

性たちは，全員現在も継続して働いている。

賃金水準は，当時の同部会の経営状態か

らは厳しいものだったが，「十分な賃金を得

て家計を助けているから，家族の理解が得

られる」とＴさんは考えた。

加工部会の商品はすべて無添加で日持ち

がしないこともあり，「当日作ったものをそ

の日に出荷する」ため，土日含め毎日朝4時

からの作業シフトを組まなくてはいけな

い。こうした作業のためには加工に専念で

きる意欲ある若年層の力が不可欠で，そう

した態勢が整備されたことが売上増を支え

る基盤となった。

ｄ　建設会社との合併効果

加工部会は09年の農協合併に伴い，加工

た。こうしたなかＴさんは「買う漬物」と

「自分の家の漬物」は違うと考え，品目ごと

にターゲット顧客層を設定，顧客の嗜好に

合うように味付けを変える工夫をした。

特に，漬物は若い人向けに，全体的に塩

分少なめで甘めの味付けにした。津軽の伝

統料理「すしこ」も若い人の嗜好に合うよ

うに現代風にアレンジすることで大変食べ

やすくなり，購買者層を広げることに成功

した。また地元米の消費拡大を目的に，い

なり，赤飯を出すようになり売上が伸びた。

こうした加工部会の個性的な商品が，地

産地消商品を探していた大手スーパーの目

にとまり，有利な取引条件の提供とともに

スーパー内に同部会のコーナーを設置する

こととなった。この大手スーパーとの取引

が始まった04年以降，加工品部会の売上は

大きく伸びた。

また加工部会の商品は，競合品と比べて

むしろ安いことが（漬物類は大半が１袋210

円），消費者にとり魅力となっている。同部

会は設備投資をほとんどせず手作業が中心

で，また容器等は簡素にすること等で価格

を抑え，販売の回転を高め売上増につなげ

た。

売上が大きく伸び，また希望する価格と

条件（買取制，１週間前の発注）で販売でき

るようになったことで，設立後７年間赤字

だった経営は安定するようになった。

販路は大手スーパー以外にも，地元スー

パーやホテル等へと広がった。販路開拓は，

自ら営業に歩いた訳ではなく，先方から声

がかかったのが実態であるという。Ｔさん
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周囲の視線は必ずしも暖かいものではなか

ったが，あくまで地元での雇用と原材料購

入により地域貢献することを目標にしてき

た。こうした点が地域でも理解され，現在

はいろいろと応援を受けるようになった」

と振り返る。

現在，女性加工部の年間売上高は5,000万

円に達し，また新たな販路も広がり経営は

軌道に乗っている。こうしたなかＴさんの

意識としては，このまま「皆で楽しく仕事

をしたい」という思いとともに，経営拡大

を通じ地域農業との関係をより強化したい

という意欲が強くなっている。

もともと農協の加工部会からスタートし

ており，当時から農産物は地元の農家か

ら，生産者が満足できる一定価格で購入し

地域農業に貢献するという理念があった。

現在，女性加工部の原料農産物は，主要な

契約農家が２軒あり，これに本体企業の農

業生産部から補完的に調達している。ここ

から調達できない，小豆，金時豆などは集

落の高齢者に栽培を依頼しており，高齢者

の方が収穫物を持って来られる際のいきい

きとした表情をみることが，Tさんにとっ

ても生きがいを感じる瞬間となっている。

現在63歳のＴさんの気持ちのなかでは，

自らの事業と連携した高齢者のための畑作

団地や集落の老若男女が一緒に働ける農園

を作りたいという夢が膨らんでいる。

場の利用ができなくなったことを契機に，

建設業を営む有限会社白龍産業と合併し，

その一部門「つがる女性加工部」（以下「女

性加工部」）となった。じつは同社はＴさん

の親族が経営する会社であり，農業参入も

行っている。

この合併により市の旧学校給食センター

を使用することが可能となり，合わせて県

の補助事業を活用した冷蔵庫の整備等で作

業環境は大幅に改善された。

合併後も経営の自立性という点では，基

本的に変化はない。合併による法人化のメ

リットとしては，短期の資金繰りを含め最

終的な経理処理を本体企業に委託できるこ

と，また本体から配達や重量物の運搬のた

めに男性を１名派遣してもらったことが挙

げられる。加工部会のときの加工場は手狭

で，漬物が入った重い樽を手で移動させる

など大変な重労働だった。

さらに新規採用を本体企業の雇用として

月給制，社会保険完備で実施でき，高校新

卒者の採用が可能となったことも合併メリ

ットといえる。若い人はやはり習熟が早い

ので，女性加工部として新卒者を毎年１名

ずつ採用していきたい意向がある。

現在，女性加工部の構成員は60代２名，

50代３名，40代１名，30代１名，20代１名，

10代１名と幅広い年齢の女性が働いてい

る。定年は70歳だが，健康なら継続して雇

用していきたいと考えている。

ｅ　今後の展望

Ｔさんは「起業当初は女性起業に対する
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ｂ　県の支援策

県の支援事業のなかで，「入口」的な位置

付けがされているのが「農村女性スキルア

ップ講座」である。この講座では，実践的

な商品開発スキルの獲得を目指し09年度か

らスタートしたもので，定員は20名だが実

際には希望者が多いため受講者は毎年30名

前後に達している。

受講者の属性では，既存の起業組織リー

ダーがやはり一番多いものの，起業に関与

しておらず，非農業分野で働いていた女性

で，定年を機に自分で起業したいという人

が近年増えているという。こうした女性

は，基本的に所得を既に確保したうえで，

自分の能力の発揮や責任ある仕事をしたい

という思いを持っており，起業に大変熱心

である。さらに富山県の場合，営農組織が

多くあり，米価低迷のなかで女性が加工部

門を設立する事例も増えている。このよう

にさまざまな背景から，農村女性起業を目

指す裾野が広がっている。

県の支援としては，前述のソフトの支援

とともに，起業の発展段階に応じて機器等

のハードへの助成がある。県の支援は最終

的には法人化を目標にしており，法人化に

よって雇用条件の明確化，整備が進むこと

で，若年層の雇用につながるとともに，農

村女性起業の高齢化・後継者問題に対応で

きると考えている。

（2）　立山町の農業概況と農村女性起業

立山町は県中央部から東南に細長く伸び

た地形を有しており，町の東側は「立山黒

3　事例分析 2

－農事組合法人食彩工房たてやま
　 （富山県中新川郡立山町）－　 　

（1）　富山県における農村女性起業の

動向

ａ　概況

富山県は非農業雇用機会が豊富に存在し

たこともあって，全国レベルでみて農村女

性起業が特に活発な地域とはいえないもの

の，80年代半ば以降，県内に直売所が広が

ったことを契機に，女性起業は徐々に増加

する傾向にある。

県内の農村女性起業は10年度末で160件，

そのうち県の支援目標としている「年間売

上額1,000万円」を超えるものが35件あり，

このうち６件が法人化されている。法人化

された起業の売上規模は，3,000万円台が３

法人，1,000～2,000万円台が３法人である。

富山県でもグループ経営が起業の太宗を

占めるが，高齢化等に対する動きとしてグ

ループ経営の統合が進んでいる点が興味深

い。例えば，県東部の朝日町の農村女性起

業は10以上のグループ経営を統合し法人

化，業務範囲を拡大している。

一方で，近年では地産地消や食への関心

の高まりを受けて，農村女性が自らのアイ

デアや能力を発揮したいという意識が高ま

っており，個人経営による起業が増加して

いる。
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は水田率（水田面積/耕地面積）99％の水田

単作地帯である。町の農業産出額は全体が

49.3億円，内訳は米が29.5億円，野菜１億

円，畜産5.8億円（うち鶏卵3.6億円）である

（06年度）。野菜では白ネギの産地である
（注8）
。

販売農家に対する主業農家の割合は８％

と低く，新規就農は「定年帰農」が一般的

である。基幹的農業従事者の年齢構成は，

つがる市と対照的に65歳以上の高齢者が中

心となっている（第８図）。農村女性でも50

歳代までは富山市を中心に非農業の雇用に

つくのが一般的であるという。

現在，立山町には８件の女性起業があ

る。このうち町の小中学校給食に食材提供

を行っていた直売グループが食品加工に取

り組みたいとの要望を受け，町は10年に加

工施設を新設，これを共同利用する５つの

起業グループで「立山町地産地消加工組織

連絡協議会」が組織された。町は同協議会

に対し加工施設の利用料を免除し，また指

定管理料の支払い等により活動を支援して

いる。５つのグループは，地産地消，食育

を推進する観点から，米粉パン，味噌，寿

司，漬物等を作っている。
（注 8） 農業産出額は農林水産省「平成18年生産農業
所得統計」，農業就業人口比率，主業農家の割合
等は「2010年農林業センサス」による。水田率
は10年の数値。

（3）　農事組合法人たてやま食彩工房

ａ　「立山町農村女性グループ加工部会」の

設立

寒餅とは冬についた餅を短冊型に切り，

藁で網上げ，外の寒風で天然乾燥させた伝

部アルペンルート」，「雪の大谷」といった

山岳観光地がある一方，西側には扇状地の

平野部が広がっている（第７図）。町の人口

の大半が集中している西部の中心部から

は，富山市中心部へ車や私鉄により20分前

後でアクセスできる。

町の人口（10年国勢調査）はおよそ２万８

千人で，前回05年調査とほぼ同じである。

65歳以上の老年人口の割合は23.3％である。

富山県に共通する特長であるが，立山町
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第8図　立山町の基幹的農業従事者の年齢分布
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第7図　富山県の市町村図
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資料　農林水産省ホームページ（http://www.machimura.maff.go. 
jp/machi/map2/16/323/index.html）
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部長もされた方で，06年に食彩工房を定年

で退職されるまで，持ち前のパワーで事業

を大きく伸ばし，富山県を代表する起業組

織に育てあげた。
（注 9） 富山県では現在「地域活性化グループ」と
呼んでいる。

b　経営の伸長

食彩工房の商品は「手作り，本物，無添

加」の伝統を基本にしながらも，簡便性や

味にアレンジが加えられている。

メイン商品の寒餅は焼く必要がなく，レ

ンジで加熱してすぐ食べることができる。

種類は，黒豆，白エビ，昆布，コーヒー入

り等の11種類，それぞれに甘味と塩味（９

種類のみ）ありバラエティが豊富である。

塩味は若い人をターゲットに新たに作った

ものである。寒餅は富山県の「ふるさと認

証食品」の認証を受けている。

また03年には，「売薬富山」をイメージし

紙風船の中に寒餅が入っている「かんもち

紙風船」を発表（レンジで加熱すると両方が

膨らむ），観光客に好評で日本おみやげアカ

デミー賞「アイデア賞」を受賞した。

一方，販路は立山登山口の販売施設を発

端に手探り状態のなか，農協，町，商工会

などの協力を得ながら広げていった。また

県内外の物産展等に積極的に参加し，富山

米を使った特産品としてPR活動を展開し

た。現在の販路は「道の駅」など10か所の

ほか，電話注文に随時応じている。

食彩工房は寒餅のほかに，のし餅，大

福・赤飯，漬物を販売している。餅類と漬

物の売上構成比は９：１である。餅類はす

統的な保存用の餅で，かつては富山県の農

家で一般的に作られていた。

85年頃から地域の農村婦人グループ（「生

活改善グループ」に相当
（注9）
）が「米商品拡大運

動の推進と産品開発」という活動テーマに

取り組むなかで，次第に廃れゆく寒餅に着

目し，自分たちのオリジナルな寒餅作りを

目指し取り組んだ。試作を重ねるうち徐々

に注文がくるようになり，冬場の収入機会

にもなると考え，89年に「立山町農村女性

グループ加工部会」（以下「加工部会」）を結

成した。

加工場は農協の建物の一角を借りてスタ

ートしたが，施設が餅をつく所と加工する

所，漬物用と３か所に分かれており非効率

で手狭だった。加工部会の結成時点では，

朝市の余剰農産物を使用した漬物の商品化

が先行し，寒餅の商品化は翌90年から始ま

った。

加工部会設立当初はまだ通年での仕事が

なく，たぶんに趣味的な感じが残っていた

が，その後富山市内の生協からお雑煮用の

「のし餅」の大量注文が来るようになった

こともあり，97年に補助事業を利用し加工

施設を新築した。新設費用のうち補助対象

とならない1,000万円については，１口５万

円で構成員から借入を募ったが，これは構

成員の参加意識を高めるねらいもあった。

また同じく97年には農事組合法人となり，

名称を「食彩工房たてやま」（以下「食彩工

房」）とした。

加工部会，食彩工房の代表を務めたＮさ

んは，婦人グループのリーダー，農協婦人
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代表理事を務めるＹさんは認識している。

また，顧客も低価格志向とこだわり志向の

二極化が強まっていると感じている。

食彩工房は加工施設の新設のために募っ

た借入金は既に返済しており，財務的には

無借金で経営上の不安はないが，Ｙさんは

現状について「起業グループとして1,000万

円規模の売上なら問題でなくとも，3,000万

円を超える企業として，いまは境目の状態

にあり，あとひと踏ん張りする必要がある」

とみている。

そのためには今後も餅を基本にしつつも

若い人をターゲットにした新商品や新機軸

が必要となっており，また販路の拡大も不

可欠な課題である。

食彩工房では75歳定年制をとっており，

Ｙさんから間もなく次のリーダーにバトン

タッチされる予定であり，過渡期にある経

営を引っ張っていく強くリーダーシップが

期待されている。

ｄ　若年層の定着と一層の参加が課題

加工部会としてスタートした当初３年間

の賃金はわずかなものであったが，当時の

構成員はほとんど農家の人であり，起業の

理念も共有されていたため賃金に対する不

満は特になかった。

作業に従事する人は当初10人位でスター

トしたが，97年の法人化以降，順調に売上

が伸びたことでピーク時には20名前後に増

えた。賃金も時給700円となり，利益を配分

する形で少額だがボーナスも支給できるよ

うになった。

べて地元産の「新大正糯米」を使用してお

り，調達先は地元農家の契約栽培と農協で

だいたい半分ずつ（計約18トン），また漬物

材料や副材料は地元の女性・高齢者と契約

で調達しており，地域農業に密着した経営

を展開している。

さらに地域貢献の一環として，01年から

地元中学生の学習体験（「14歳の挑戦」）の受

け入れを行っている。食彩工房はこのよう

な地域活性化のさまざまな取組みが評価さ

れ，04年に農林水産省「立ち上がる農山漁

村」の事例30にも選ばれている。

ｃ　市場競争の高まりと景気低迷の影響

ユニークな商品開発と販路開拓の努力が

実を結び，売上は順調に伸び03年頃には

4,000万円を超えた。しかし，その後売上は

やや減少する傾向にあり，特にリーマン・

ショック後は景気低迷の影響を強く受ける

ようになっており，この流れにどう対抗し

ていくかが現在最大の経営課題となってい

る。

売上の増加が難しくなった要因として

は，かつては農村女性起業が非常に珍しく

世間の注目も強かったこと，また防腐剤，

保存料を使用しない無添加商品も少なかっ

た等の先行者メリットがあったが，こんに

ちでは類似する商品との競合性が強くなっ

ている。

消費者の側でも，特に若年層が餅を食べ

なくなっており，また従来からの購入者も

数は減少しなくとも購入量が減っており，

全体的に「餅離れ」が進んでいると，現在
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産していく観点からも，一定の経済規模を

持つ企業体へと発展することが重要だろう。

現実には大半の農村女性起業は極めて零

細であり，長期的な経営継続という点で不

安定なうえ，近年の経済状態等もあって

「起業から企業へ」の脱皮は容易なことで

はない。こうしたなかで２つの優良事例

は，経営発展へと向う過程でかなり強い共

通性を示している。

第一の共通点としては，起業リーダーが

持つ熱意や真摯さ，またリーダーシップと

いった資質が挙げられる。２つの事例と

も，リーダーが明確な理念や目標を持ち，

人や地域を動かすことで事業環境を自ら変

化させる形で経営発展を果たしている。現

状を与件として受け入れるだけでは経営発

展は難しく，起業リーダーには構成員を動

機づけ，能動的に「顧客や市場を作ってい

く」というイノベーターとしての役割が必

要である。

第二の要素は，マーケティングの視点で

ある。多くの農村女性起業では女性組織で

蓄積した加工技術等を活かして商品を作る

が，必ずしもそれは顧客の求めるものとな

っていない。

事例では伝統の食を尊重しつつも，顧客

に受け入れてもらうためのアレンジや工夫

を行っており，特に若年層向けの商品開発

を重視する点でも共通している。マーケテ

ィングの発想を持つかどうかが，起業と企

業を分ける大きなポイントといえよう。

第三の要素としては，起業組織が加工に

特化する一方，原材料の農業生産や販売は

一方で，法人化初期のころは構成員を農

家女性に限定する方針もあり均質性が高か

ったが，売上が伸び雇用者が増加するにし

たがい非農家の人が多くなった。

現在の構成員は全体で12名，年齢構成で

は30歳代３名，40歳代２名，60歳代以上が

７名である。農村女性起業としては，30～

40歳代の方を含め比較的バランスが取れて

いる。

各人の勤務時間は，基本的に月１回注文

量に応じ構成員の都合を調整して決める

が，あくまで「家族の協力と理解」を前提

にしている。そのため食彩工房は，特に30

～40代の子育て期間中の女性にとっては，

柔軟に勤務時間を選択できるパートとして

魅力がある。一方で同じ世代でも通年でフ

ルに働きたいとのニーズもある。

食彩工房が商品開発，販路拡大等のステ

ップを上げていくためには，雇用条件と構

成員の参画をより高めていくことが重要な

要素とみられるが，立山町の場合，他の雇

用機会との競合性も大きく影響してくる。

4　まとめ

（1）　 2つの事例に共通する特長

農村女性起業はたんに経済的ビジネスの

側面だけでなく，女性の自立やエンパワー

メントを通じて男性中心の日本社会を変え

ていく社会的な意義も大きい。しかし，農

村女性起業がこうした社会的な価値を実現

していく，また貴重な地域資源や豊かな

人々の結びつきを維持し，磨きをかけ再生
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り，リーダーシップのあり方や構成員の属

性，考え方は起業初期とは変わってきてい

ると考えられる。

特に食彩工房が立地する富山県の場合

は，非農業雇用機会が相対的に豊富なこと

もあり，起業組織が当初持っていた同質性

が雇用面から変質しやすい環境がある。こ

れに対して，女性加工部の場合は，つがる

市という農村社会の性格が依然強い地域に

あり，また起業当初から同じリーダーの下

で構成員の均質性は強く保たれている。

商品の性質も，食彩工房の商品は観光客

や催事向けのものが多いのに対して，女性

加工部のものは地元の人が日常的に消費す

るものが中心であるという違いがある。

いずれにせよ組織の競争条件は永続的な

ものではなく，経営資源や市場の変化に対

して，商品開発と販路開拓を柔軟かつ効果

的に進めていくことは永遠の課題といえる。

企業体として一定の段階に達した農村女

性起業では，外部企業の技術・ノウハウ，

また男性も含めた非農家との人的ネットワ

ーク，他の農村女性起業との連携・グルー

プ化など外部資源の活用が重要になってこ

よう。例えば，技術，設備投資を要する商

品開発ではアウトソースを利用する，また

女性起業の側で一次加工を手掛けるといっ

た地域内分業の深化を通じた経営発展の方

向性があろう。

起業組織をより開放性の高いものにしな

がら，地域資源や地域との関係をもっと掘

り起こしていくことで，「高齢者の手作業に

よる単品ビジネス」という領域を超えた商

別の組織が担当する地域内分業が成立して

いる点が挙げられる。これは起業組織が発

展した結果という側面もあるが，事例では

「農業+α」という形ではなく，当初から加

工専門の組織を目指して人員態勢を整備し

ている。

こうした地域内分業は，形態としては農

商工連携に近いといえよう。２つの事例と

も明確な連携関係ではないが，起業組織が

地域農業の振興や地域活性化といった理念

を持ち，実質的に域内連携の核となり，一

方で地域がこうした役割に対して共感と支

援を与える関係がみられる。

第四の要素としては，農村において相対

的に魅力的な賃金および労働水準の提供が

ある。これも農村女性起業が経営発展した

結果という面があるが，事例では当初から

家計を支援できる収入機会を提供すること

を起業の大きな目標に据えており，この実

現が若年層を含む構成員の意欲的な参画と

経営発展に結びつく好循環を生んでいる。

（2）　時間経過と競争条件の変化

こうした４つの要因は，互いに補完性を

持ちながら起業組織発展の基本的要因とな

ったといえるが，他方，時間の経過のなか

で具体的な市場条件，経営資源等の変化か

ら，組織の発展力は当然影響を受けること

になる。

２つの事例でいうと，食彩工房は起業か

ら約22年，女性加工部は約13年の歴史があ

る。前者では現在のリーダーは２代目で，ま

もなく３代目へバトンタッチする局面にあ
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産業などの労働集約産業を振興し雇用を維

持していくという重要な役割を担ってい

る。こうした取組みはまだ日本では大きな

力になっておらず，また日本のなかで労働

集約産業をこれから拡大していくことは容

易なことではないが，それでも長期的な観

点から地域が主体となり新産業を創造して

いくことが，わが国の成長戦略の大きな柱

となってくることは間違いないと思われる。
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品開発や販路開拓に結びつく可能性がある

のではないだろうか。さらにこうした取組

みを通じ，地域における認知度が高まれば，

意欲ある若年層の採用の機会が広がろう。

（3）　法人化後の支援継続が必要

農村女性起業として５千万円の売上があ

ると「成功した経営体」とみなされるが，

一般企業としては「零細企業」の域にある

のが実態であり，地域や行政も「法人化=

支援完了」とするのではく，その後の持続

的な経営発展のためのきめ細かい支援が不

可欠といえる。

農村女性起業と農協との関係において

も，起業当時は農協が密接に支援する関係

にあっても，次第に関係が希薄化する事例

が多い。これは農村女性起業が経営的に自

立化したためでもあるが，農協側が経営発

展に伴って変化する起業組織のニーズに十

分対応できていないという面も否定できな

い。販路支援，商品開発などは，単協レベ

ルでは難しいところもあり，全国連を含め

た系統トータルの支援がより必要となって

いる。

農村女性起業の取組みは，地域内発的な

６次産業化や農商工連携といった活動とと

もに，日本の地域社会において農業や食品

ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
農林中金総合研究所 
http://www.nochuri.co.jp/




